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◎ 会務一般 

 

１．会 議 等 

 

(1) 会 議 

日時・会場 会  議  名 議     題     等 

４月13日 14時30分 

全国町村会館 
災害共済事務連絡会議 

１．平成29年度体制整備費について 

２．その他 

４月26日 14時 

全国町村会館 
理事会 

１．評議員会の決議の省略について 

２．その他 

５月15日  評議員会（決議の省略） 
１．評議員の選任について 

２．理事の選任について 

５月31日  理事会（決議の省略） １．常務理事の選定について 

６月15日 13時 

全国町村会館 
災害共済事務連絡会議 

１．平成28年度決算等について 

２．平成28年度公益目的支出計画実施報告

書について 

３．第52回海外地方行政調査について 

４．その他 

６月16日 10時30分 

全国町村会館 
理事会 

１．平成28年度事業報告及び決算について 

２．平成28年度公益目的支出計画実施報告

書について 

３．第52回海外地方行政調査について 

４．評議員会の招集等について 

５．その他 

６月16日 11時15分 

全国町村会館 
評議員会 

１．任期満了に伴う評議員の選任について 

２．任期満了に伴う理事及び監事の選任に

ついて 

３．平成28年度事業報告及び決算について 

４．平成28年度公益目的支出計画実施報告

書について 
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日時・会場 会  議  名 議     題     等 

５．その他 

６月29日 定時評議員会（報告の省略） 

１．平成28年度事業報告及び決算について 

  （報告） 

２．平成28年度公益目的支出計画実施報告

書について（報告） 

７月12日  理事会（決議の省略） 
１．理事長、副理事長及び常務理事の選定

について 

７月27日 10時45分 

全国町村会館 
理事会 

１．評議員会の招集について 

２．その他 

７月27日 11時15分 

全国町村会館 
評議員会 

１．評議員の選任について 

２．理事及び監事の選任について 

３．その他 

８月16日  理事会（決議の省略） １．理事長及び副理事長の選定について 

９月６日 15時 

全国町村会館 
災害共済事務連絡会議 

１．平成29年度災害共済関係事業の加入推

進運動について 

２．平成29年度公共建物火災予防及び交通

安全運動について 

３．平成30年度自治振興助成事業について 

４．平成30年度行事予定について（内報） 

６．その他 

９月７日 13時 

全国町村会館 
理事会 

１．平成29年度災害共済関係事業の加入推

進運動実施要綱等について 

２．平成30年度自治振興助成事業実施要綱

等について 

３．理事長の職務を代行する者の指名につ

いて 

４．評議員会の決議の省略について 

５．理事長及び常務理事の職務執行の状況

について（報告） 
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日時・会場 会  議  名 議     題     等 

９月28日  評議員会（決議の省略） １．評議員の選任について 

12月５日 13時 

全国町村会館 
災害共済事務連絡会議 

１．平成30年度予算概算について 

２．平成30年度行事予定について 

３．海外地方行政調査実施計画について 

４．その他 

12月６日 11時 

全国町村会館 
理事会 

１．平成30年度予算概算について 

２．平成30年度行事予定について 

３．海外地方行政調査実施計画について 

４．その他 

12月22日  評議員会（決議の省略） １．評議員の選任について 

平成30年 

１月25日 10時15分 

全国町村会館 

理事会 

１．平成30年度事業計画及び予算について 

２．平成30年度自治振興助成金の額の決定

について 

３．第53回海外地方行政調査について 

４．評議員会の招集について 

５．平成28年度自治振興助成金の事業実施

状況について（報告） 

６．理事長及び常務理事の職務執行の状況

について（報告） 

７．その他 

１月25日 11時10分 

全国町村会館 
評議員会 

１．平成30年度事業計画及び予算について

（報告） 

２．その他 
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２．会 計 等 

  

(1) 会計等に関する事項 

月  日 会 議 等 事      項 

６ 月 ８ 日 会 計 監 査 人 監 査
・平成28年度決算について監査が行われ、会計監査報

告の提出を受けた。 

６ 月 12 日 会 計 監 査

・平成28年度事業報告及び決算並びに公益目的支出計

画実施報告書について監査が行われ、監査報告の提

出を受けた。 

６ 月 16 日 理 事 会
・平成28年度事業報告及び決算並びに公益目的支出計

画実施報告書について承認を受けた。 

６ 月 16 日 評 議 員 会
・平成28年度事業報告及び決算並びに公益目的支出計

画実施報告書について説明した。 

６ 月 29 日 定 時 評 議 員 会
・平成28年度事業報告及び決算並びに公益目的支出計

画実施報告書について報告した。 

10 月 19 日他 会 計 監 査
・平成29年度中間決算について監査が行われた（各監

事個別に実施）。 
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◎ 災害共済事業 

 

第１．災害共済事業の概況 

 

本会では、地方自治法第263条の２の規定に基づいて、公有物件災害共済事業（①建物災害

共済事業－昭23・４実施、②自動車損害共済事業－昭33・10実施）を実施しているが、各事業

とも事業創設以来加入町村等ならびに各都道府県町村会の多大な協力を得て運営している。 

平成29年度の各事業の収入分担金及び積立金の現況は次のとおりである。 

 

１．収入分担金及び積立金状況 

事業区分 
収入分担金（掛金・保険料） 平成30年３月末積立金状況 

平成29年度 平成28年度 比 較 増 減 積 立 金 額 積 立 金 内 訳 

公
有
物
件 

 千円 千円 千円 ％ 千円  

建物災害共済 5,619,249 6,280,629 △661,380 △10.5 36,483,680 基金積立金・運営準備積立金

自動車損害共済 2,640,479 2,760,362 △119,883 △4.3 12,994,162 基金積立金・運営準備積立金

合 計 8,259,728 9,040,992 △781,264  △8.6 49,477,843  

（注）△は減を示す。 

 

２．加入推進運動の状況 

災害共済関係各事業における加入推進運動については、毎年12月１日から翌年３月31日まで

の４ヵ月間を運動期間と定め、全国一斉に実施展開している。 

平成29年９月７日の理事会において各事業の実施要綱を定め、各都道府県町村会とともに全

国の町村等に対して、各共済事業への協力依頼文書及び加入推進用パンフレット等を配布し加

入推進に努めることとした。 

加入推進運動の内容は次のとおりである。 

 

公有建物災害共済事業   

(1) 継続加入の推進 

本会の共済制度内容のPRを行い、既契約物件の継続加入を推進する。 

(2) 対象となる全物件の加入推進 

本会の災害共済事業は、災害により被った財産の損害を相互救済するもので、財産に損害

を生じた場合は共済金等の給付を行い、迅速な復旧再開を促進するとともに、財政負担の軽
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減を図ることを目的としている。このため建物や備品等の全物件の加入を推進する。 

(3) 適正な契約内容での加入推進 

災害による被災物件の復旧費用は、その全額を共済金によりてん補されることが望ましい

ことから、適正な契約での加入の推進を図る。 

①新築建物 

建物取得価額を基に共済基準額を設定し、共済加入率100パーセント契約の加入を推進す

る。 

②既加入建物 

既契約物件の構造、用途、面積及び共済基準額が適正であるか確認と見直しについて依頼

する。 

③収容動産 

ア．既存建物契約に収容されている未加入収容動産について加入推進を図る。 

イ．既加入収容動産の加入内容は適正であるか、建物本体価額に含まれていないか等の確

認と見直しを依頼する。 

 

公有自動車損害共済事業   

(1) 継続加入の推進 

本会の共済制度内容のPRを行い、既契約車両の継続加入を推進する。 

(2) 全車両の加入推進 

車両管理台帳等に基づき共済契約車両と未契約車両との照合・確認により、共済未加入車

両の解消を図り、全車両の加入を推進する。 

特に車両共済と賠償共済（対物・対人）のセット加入を推進する。 

(3) 賠償共済の高額加入への移行推進 

①対物賠償共済 

対物賠償事故は車両、積荷、家屋等直接の損害のほか休車補償等間接の損害があり、高額

な損害賠償も予測される。そうした損害賠償義務の完全履行を確保するため、対物賠償無

制限への移行を推進する。 

②対人賠償共済 

損害賠償義務の完全履行を確保するため、共済責任額の無制限への移行を推進する。 

(4) その他 

本会が行う事業内容は車両損害及び対物・対人賠償損害を共済することとしているが、そ
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の他、①自損事故傷害共済金給付制度、無共済等自動車傷害共済給付制度及び見舞金給付制

度の自動付帯、②事故処理体制を強化するため各都道府県町村会に査定専門員を配置し、委

託団体の同意を得ての折衝、示談等、③自賠責保険金と本会対人賠償共済金の一括立替払制

度の実施－など制度内容のPRを行い一層の加入を推進する。 

 

３．運動の方法 

(1) 全国自治協会の主な担当事項 

ア．加入推進運動の企画立案 

イ．資料及び印刷物等の作成配布 

ウ．都道府県事務担当者会議の開催 

エ．加入推進運動に関する連絡 

(2) 都道府県町村会の主な担当事項 

ア．増強目標及び運動計画の作成 

イ．諸会議等における普及勧奨 

（ア）役員会、町村長会議等を通じ町村長各位に制度内容の趣旨について理解を求める。 

（イ）総務課長等に対する制度内容の徹底と加入勧奨及び加入推進の協力を求め、各事業に

ついての予算措置方の徹底を図る。 

（ウ）加入推進打合会等を通じ、町村等の各担当者に対し、制度内容の周知徹底を図る。 

ウ．パンフレットその他印刷物の配布 

エ．増強推進班等の編成及び派遣 

(3) 町村等の主な担当事項 

ア．都道府県町村会が行う「増強目標及び運動計画の実施」への協力 

イ．事業継続のための予算措置の確保 

ウ．パンフレット等配布による職員への周知及び加入勧奨 

 



- 8 - 

 

第２．災害共済各事業の概要 

 

１．建物災害共済事業及び付帯事業 

(1) 建物災害共済事業 

建物災害共済事業は、地方自治法第263条の２の規定に基づき（一財）全国自治協会が町

村等の委託を受けて行う共済事業であって、公有財産に損害（火災・雷災・風水災等）が生

じた場合に一定の災害共済金（地震等については見舞金）を給付して、町村の被った損害を

相互救済する制度として昭和23年４月から実施し、現在に至っている。 

事業発足以来、共済基金分担金基率の引下げを行い、共済委託団体の財政負担の軽減を図

るとともに、てん補範囲を拡大するなど事業内容の充実に努めているところである。本年は、

特に、契約の継続加入推進に重点を置いて事業を実施した。 

本事業の平成29年度の概要は下表①～③のとおりである。 

① 受託（加入）状況 

区 分 件 数 棟 数 共済責任額 収入分担金 

平成29年度 
件 

254,632 

棟 

260,934 

百万円 

22,073,336 

千円 

5,619,249 

平成28年度 385,817 387,240 31,676,957 6,280,629 

増 減 数 △131,185 △126,306 △9,603,621 △661,380 

増 減 率 △34.0％  △32.6％  △30.3%  △10.5％ 

 

② 罹災状況 

区 分 件 数 支払共済金 損害率 

平成29年度 
件 

3,710 

千円 

2,829,200 

％ 

50.3 

平成28年度 4,238 2,799,380 44.6 

増 減 数 △528 29,820 5.7 

増 減 率 △12.5％ 1.1％  
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③ 災害見舞金給付状況 

区    分 平成29年度 過 年 度 合 計 

件      数 

災害見舞金給付額 

―  件 

―  円 

292件 

366,194,868円 

292件 

366,194,868円 

未 払 費 用 51,980,797円 834,404,598円 886,385,395円 

合 計 51,980,797円 1,200,599,466円 1,252,580,263円 

 

(2) 消防設備資金融資事業 

昭和37年度から建物災害共済事業の付帯事業として委託町村等に対する還元融資制度を実

施し、現在に至っている。本事業は町村等の消防力の整備充実及び火災予防等消防行政に重

要な役割を果たしている。 

平成29年度は、融資総額は24億7,320万円、融資件数は69件であった。 

 

(3) 公共建物火災予防運動 

火災多発期に際し、庁舎、学校をはじめ公共建物を火災から守るため、実施要綱を定め、公

共建物の火災予防運動を平成29年12月１日から平成30年３月31日まで４ヶ月間、全国的に展開

するとともに、「公共建物の防火診断」を作成配布し、火災の未然防止に努めた。 
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２．自動車損害共済事業 

(1) 自動車損害共済事業 

自動車損害共済事業は、町村が現に管理・使用している自動車に生じた偶発事故による①

車両損害②対物賠償損害③対人賠償損害等を共済することを目的として昭和33年10月に発足

し、事業開始以来、事業内容の充実及び共済委託団体の財政負担の軽減に努めている。 

本事業の平成29年度の概要は下表①～③のとおりである。 

① 受託（加入）状況 

区 分 

契 約 台 数 

受託実台数 
車両共済 

賠 償 共 済 

対 物 対 人 

平成29年度 
台 

103,140 

台 

107,147 

台 

106,986 

台 

108,255 

平成28年度 108,649 112,847 112,678 114,103 

増 減 数 △5,509 △5,700 △5,692 △5,848 

増 減 率  △5.1％  △5.1％  △5.1％  △5.1％ 

区 分 

収 入 分 担 金 

車両共済 
賠 償 共 済 

合  計 
対 物 対 人 

平成29年度 
千円 

1,208,873 

千円 

926,891 

千円 

504,715 

千円 

2,640,479 

平成28年度 1,258,571 970,225 531,566 2,760,362 

増 減 数  △49,698  △43,334 △26,851  △119,883 

増 減 率  △3.9％  △4.5％ △5.1％  △4.3％ 

（注）△は減を示す。 
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② 損害状況 

区 分 

損  害  件  数 

車両共済 
賠 償 共 済 

合   計 
対  物 対  人 

平成29年度 
件 

7,379 

件 

1,805 

件 

154 

件 

9,338 

平成28年度 7,294 1,743 149 9,186 

増 減 数 85 62 5 152 

増 減 率 1.2％ 3.6％ 3.4％ 1.7％ 

区 分 

支払共済金・見舞金 

車両共済 
賠 償 共 済 

合   計 
対  物 対  人 

平成29年度 
千円 

1,225,843 

千円 

342,056 

千円 

109,213 

千円 

1,677,113 

平成28年度 1,154,172 329,427 92,683 1,576,283 

増 減 数  71,670 12,628 16,530 100,830 

増 減 率 6.2％ 3.8％ 17.8％ 6.4％ 

（注）△は減を示す。 

 

③ 損害率 

区 分 収入分担金 (Ａ) 支払共済金 (Ｂ) 損害率 (Ｂ／Ａ) 

平
成
29
年
度 

車 両 共 済 
千円 

1,208,873 

千円 

1,225,843 

％ 

101.4 

賠償 

共済 

対物 926,891 342,056 36.9 

対人 504,715 109,213 21.6 

計 2,640,479 1,677,113 63.5 

平 
成 
28 
年 
度 

車 両 共 済 
千円 

1,258,571 

千円 

1,154,172 

％ 

91.7 

賠償 

共済 

対物 970,225 329,427 34.0 

対人 531,566 92,683 17.4 

計 2,760,362 1,576,283 57.1 
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(2) 交通安全運動 

地方公共団体の運行管理者及び運転者の安全運転に対する意識の高揚を図り、交通事故の防

止に努めるため、実施要綱を定め、交通安全運動を平成29年12月１日から平成30年３月31日ま

で４ヶ月間、全国的に展開するとともに、「人にやさしい安全運転」を作成配布し、交通事故防

止に努めた。 
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◎ 会館管理運営事業 

 

会館管理運営事業は、全国町村会館、全国町村会館西館及び平河町に所有する土地及び共同ビ

ルの管理運営にあたっている。 

平成29年度の概況は次のとおりである。 

 

１．建物等の概要 

(1) 全国町村会館＜永田町１－11－35所在＞ 

全国町村会館においては、全国町村会等が入居する貸事務室、宿泊施設、食堂施設及び貸

会議室等の管理運営を行っている。会館の規模は、地上16階、地下３階、延べ床面積17,077

㎡である。 

階 別 施   設   の   概   要 

地 下 ３ 階 機械室等 

 〃  ２ 階 駐車場（収容台数 46台） 

 〃  １ 階 

(ロビー階) 

ホテルフロント 

レストラン（108席） 

防災センター 

  １ 階 店 舗：ホテルショップ、銀行 

  ２ 階 

会議室：ホ ー ル（Ａ・Ｂ）収容人員 216名 

第１会議室       〃 60名 

第２会議室       〃 42名 

第３会議室       〃 42名 

その他：控え室 

３ ～ ６ 階 事務室 

７ 階 
和食処（58席＋座敷） 

和客室（５室：定員18名） 

８～ 1 6階 洋客室（シングル119室・ダブル12室・ツイン18室：定員179名） 

 

(2) 全国町村会館（西館）＜永田町１－11－32所在＞ 

全国町村会館西館は、貸事務室として管理運営を行っている。会館の規模は、地上９階、

地下１階、延べ床面積4,556㎡である。 
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階 別 施   設   の   概   要 

地 下 １ 階 機械室等 

  １ 階 店 舗：銀行（宝くじ売場）、事務室 

２～８階 事務室 

  ９ 階 機械室他 

 

(3) 平河町共同ビル＜千代田区平河町２-16-１所在＞ 

平河町所有地に平成21年12月７日に竣工した共同ビルに取得した権利床4,596.66㎡

（1,390.49坪）について、貸事務所として管理運営を行っている。 

 

２．施設の利用状況 

(1) 宿泊等 

① 宿泊                     （税抜売上額） 

区 分 室 数 人 数 売上額 稼働率 

平成29年度 
室 

41,860 

人 

44,660 

千円 

398,588 

 

78.3％ 

平成28年度 43,157 46,323 413,141 80.4％ 

増 減 数 △1,297 △1,663 △14,553 △2.1   

増 減 率 △3.0％ △3.6％ △3.5％ △2.6％  

（注）△は減を示す。 

 

② ホテルショップ   （税抜売上額） 

区 分 件 数 売上額 

平成29年度 
件 

76,419 

千円 

20,319 

平成28年度 75,208 21,380 

増 減 数 1,211 △1,061 

増 減 率 1.6％ △5.0％ 
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③ レストラン                      （税抜売上額） 

区 分 

レストラン 

 洋 食 和 食 

人 数 売上額 人 数 売上額 人 数 売上額 

平成29年度 
人 

129,295 

千円

173,494

人

82,706

千円

96,739

人 

46,589 

千円 

76,755 

平成28年度 129,242 171,211 84,305 97,406 44,937 73,805 

増 減 数 53 2,283 △1,599 △667 1,652 2,950 

増 減 率 0.04％ 1.3％ △1.9％ △0.7％ 3.7％ 4.0％ 

（注）△は減を示す。 

 

(2) 会議室等 

① 入室団体 

区 分 入  室  等  団  体 

全 国 町 村 会 館 
全国町村会、全国町村職員生活協同組合、（株）みずほ

銀行、（公社）国民健康保険中央会他 全５団体 

全国町村会館西館 

（公社）国民健康保険中央会、（公社）全国国土調査協

会、（一社）地方税電子化協議会、全国離島振興協議

会、全国簡易水道協会他 全13団体 

平河町共同ビル 森ビル株式会社 

 

② 会議室・宴会                        （税抜売上額） 

区 分 件 数 売上額
ホール ホールＡ ホールＢ 

件 数 売上額 件 数 売上額 件 数 売上額

平成29年度 
件 

834 

千円

128,811

件

149

千円

47,542

件

130

千円 

28,439 

件 

96 

千円

19,138

平成28年度 906 136,909 166 56,876 119 24,280 99 18,845

増 減 数 △72 △8,098 △17 △9,334 11 4,159 △3 293

増 減 率 △7.9% △5.9% △10.2% △16.4% 9.2% 17.1% △3.0% 1.6%

（注）△は減を示す。 
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区 分 
第１会議室 第２会議室 第３会議室 

件 数 売上額 件 数 売上額 件 数 売上額 

平成29年度 
件 

204 

千円

19,269

件

110

千円

5,116

件

145

千円 

9,307 

平成28年度 218 21,406 136 7,054 168 8,448 

増 減 数 △14 △2,137 △26 △1,938 △23 859 

増 減 率 △6.4% △10.0% △19.1% △27.5% △13.7% 10.2% 

（注）△は減を示す。 
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◎ 自治振興助成事業 

 

本会では、全国町村会、全国町村議会議長会及び各都道府県町村会に対する助成事業を実施し

ている。 

平成29年度の状況は次のとおりである。 

 

(1) 全国町村会及び全国町村議会議長会に対する助成 

全国町村会及び全国町村議会議長会が全国的視野に立って実施する地方自治の振興に資す

る次の事業に対して助成を行った。 

事業名 事業内容 

調査研究及び

政策提案 

全国的かつ地域住民に密着した、社会保障、廃棄物処理、生活基盤整

備、農林漁業、防災等における町村に共通する諸課題や町村議会に共通す

る制度、運営上の諸問題について、実態把握や解決に向けた調査研究、及

びその内容を取りまとめた調査研究報告書、提言書、要望書等による政

府・国会等に対する政策提案及び同関係者との意見交換等。 

情報・資料の

収集及び提供 

町村行政又は議会運営上参考となる各種情報・資料の収集及び都道府県

町村会、都道府県町村議会議長会、町村等への提供。 

町村行政、町

村議会及び地

方自治に関す

る広報事業 

①政務活動状況や政策解説、施策情報等、地方自治の振興発展に資する

ための情報を、関係要路に提供する機関紙の発行、及び②調査研究報告

書、提言書、施策情報等を広く国民に提供し、まちづくり、地域づくりへ

の参加意識の醸成に資するホームページの運営、③町村の共通課題及び魅

力等を町村内外に広く訴え、地域社会の健全な発展に資するその他広報事

業。 

研修事業 

町村行政又は町村議会に共通する諸課題に対処するための町村関係者、

町村議会関係者の研修会の開催、全国町村会、全国町村議会議長会及び都

道府県町村会職員等の政策提案能力の向上を図るための各種研修等の実

施。 

表彰事業 
優良町村、町村議会及び自治功労者等を顕彰することにより、町村関係

者及び地域住民の士気の高揚を通じて、地域の活性化を図る表彰事業。 
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(2) 各都道府県町村会に対する助成 

各都道府県町村会が実施する地方自治の振興に資する次の事業に対して助成を行った。 

事業名 事業内容 

調査研究及び

政策提案 

地域の住民生活に密着した、社会保障、廃棄物処理、生活基盤整備、農

林漁業、防災等における各都道府県内の町村に共通する諸課題について、

実態把握や解決に向けた調査研究、及びその内容を取りまとめた調査研究

報告書、提言書、要望書等による政府・国会又は都道府県等に対する政策

提案及び同関係者との意見交換等。 

情報・資料の

収集及び提供 
町村行政運営上参考となる各種情報・資料の収集及び町村への提供。 

町村行政及び

地方自治に関

する広報事業 

①政務活動状況や政策解説、施策情報等、地方自治の振興発展に資する

情報を、関係要路に提供する機関紙の発行、及び②調査研究報告書、提言

書、施策情報等を広く国民に提供し、まちづくり、地域づくりへの参加意

識の醸成に資するホームページの運営、③町村の共通課題及び魅力等を町

村内外に広く訴え、地域社会の健全な発展に資するその他広報事業。 

町村事務共同

処理事業 

①町村独自の自治立法、法解釈等の法制執務体制の整備・充実の必要性

に対応するため、町村の法務事務にかかる支援を行う法務支援事業、②採

用試験・昇任試験の合理化と職務遂行能力の判定を行なうため実施する職

員採用等試験事業、③町村情報システムの運用にかかるコスト縮減のた

めのシステム共同化事業－等町村事務の専門性の確保や財政支出の効率

化に資する町村事務共同処理事業。 

研修事業 

①町村行政に関連する様々な課題に適切に対応し、住民の視点に基づい

た個性豊かで活力に満ちた地域社会を実現するために必要な町村職員等の

育成を支援するための各種研修会、セミナーの開催、②町村の行政課題を

解決する糸口の発見に資するため、自治体の先進的な取り組みを調査研修

し、自らの行政課題に対処するための視察研修－等各種研修事業。 

表彰事業 
優良町村及び自治功労者等を顕彰することにより、町村関係者及び地域

住民の士気の高揚を通じて、地域の活性化を図る表彰事業。 
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◎ 調査研究事業 

 

 (1) 海外地方行政調査 

今後の町村行財政運営の向上に資することを目的に、本会では諸外国の地方行財政施策に

関する現地調査を実施している。 

平成29年度は第51回・第52回海外地方行政調査（大洋州［ニュージーランド・オーストラ

リア］）を実施した。 

① 第51回海外地方行政調査（大洋州） 

ア．期 間  平成29年５月10日～18日(９日間) 

イ．訪問国・調査自治体等・調査内容 

訪 問 国 調 査 機 関 等 調 査 内 容 

ニュージーランド 

フェデレイテッド・ファーマーズ

（ＮＺ農業者連合）、デリック・

フィンレー氏牧場 

農業・畜産業 

オーストラリア 

ＮＳＷ州第一次産業省、ＮＳＷ州

多文化共生省、ビリー・ミッチェ

ル氏牧場、ＧＩＬＭＡＮＤＹＫＥ

ＡＮＧＵＳ牧場 

農業・畜産業、多文化共

生 

ウ．団 員  26名 

② 第52回海外地方行政調査（大洋州） 

ア．期 間  平成29年10月24日～11月２日(10日間) 

イ．訪問国・調査自治体等・調査内容 

訪 問 国 調 査 機 関 等 調 査 内 容 

ニュージーランド 

フェデレイテッド・ファーマーズ

（ＮＺ農業者連合）、ワイナリー

ソルジャン、デリック・フィンレ

ー氏牧場 

農業・畜産業 

オーストラリア 

ＮＳＷ州第一次産業省、ＮＳＷ州

多文化共生省、フェアフィールド

市図書館、ブルーマウンテンズ 

農業・畜産業、多文化共

生、環境保全 

ウ．団 員  13名 
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附属明細書 

 

 平成 29 年度事業報告には、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律施行規則第 34 条第３

項に規定する「事業報告の内容を補足する重要な事項」はない。 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


